
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成21年５月15日

【四半期会計期間】 第11期第２四半期（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

【会社名】 株式会社東京一番フーズ

【英訳名】 TOKYO ICHIBAN FOODS CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　坂本　大地

【本店の所在の場所】 東京都新宿区新宿五丁目６番１号

【電話番号】 03-5363-2132

【事務連絡者氏名】 専務取締役　　平井　隆

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区新宿五丁目６番１号

【電話番号】 03-5363-2132

【事務連絡者氏名】 専務取締役　　平井　隆

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

株式会社東京一番フーズ(E03485)

四半期報告書

 1/25



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期

第２四半期連結
累計期間

第11期
第２四半期連結
会計期間

第10期

会計期間

自平成20年
10月１日
至平成21年
３月31日

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成19年
10月１日
至平成20年
９月30日

売上高（千円） 2,700,9361,232,4764,062,297

経常利益又は経常損失（△）（千円） 586,108 281,037△57,194

四半期純利益又は当期純損失（△）（千円） 329,007 142,585△449,185

純資産額（千円） － 1,411,4971,087,519

総資産額（千円） － 2,235,5331,813,777

１株当たり純資産額（円） － 17,000.8713,061.25

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）（円） 3,960.941,717.38△5,386.70

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額（円） 3,842.021,665.94     －

自己資本比率（％）     － 63.1 60.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
722,558 － 154,924

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,034 － △580,968

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△117,011 － △322,802

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） － 768,829 164,317

従業員数（人） － 205 174

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

        ３．第10期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については潜在株式は存在するものの、１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。 
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

 

３【関係会社の状況】

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４【従業員の状況】

(１）連結会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 205(116) 

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当第２四半期連結会計期間の期中平均人員（ただし、１日7.5時

間換算による人員）を（　）内に外数で記載しております。

　　　  ２．従業員数が当第２四半期連結会計期間において33名増加しておりますが、これは業容拡大のため、新規採用を増

加したことによるものであります。

 

(２）提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 203(116) 

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当第２四半期会計期間の期中平均人員（ただし、１日7.5時間換

算による人員）を（　）内に外数で記載しております。

　　　　２．従業員数が当第２四半期会計期間において33名増加しておりますが、これは業容拡大のため、新規採用を増加し

たことによるものであります。 
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループの売上高（又は営業費用）は、通常の営業形態として、上半期（第１、第２四半期）におけるふぐ料理

の需要が大きいため、上半期の売上高（又は営業費用）と下半期の売上高（又は営業費用）との間に著しい相違があ

り、業績に季節的変動があります。

　当社グループは、直営店舗である「泳ぎとらふぐ料理専門店　とらふぐ亭」の運営を主たる業務とする単一事業を

行っており、当該事業以外に事業の種類がないため、以下、当該事業について記載しております。

(１）仕入実績

　当第２四半期連結会計期間の仕入実績は、次のとおりであります。

品目別の名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

前期比（％）

とらふぐ等（千円） 167,771 －

飲料（千円） 57,253 －

生鮮食料品その他（千円） 82,570 －

合計（千円） 307,595 －

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(２）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績は、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

前期比（％）

とらふぐ亭直営事業（千円） 1,232,476 －

合計（千円） 1,232,476 －

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

３【財政状態及び経営成績の分析】

（１）業績の状況 

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国の金融危機に端を発した世界経済の後退や企業収益の悪化に

よって、景気の後退感が一層強まっております。さらに国民生活においても、所得の伸び悩みによる生活防衛の意識が高ま

り、個人の消費意欲の低迷が続いております。

　このような厳しい経済環境下において、外食産業においても客足が鈍り、売上が鈍化するなどの影響が出てきております

が、当社は既存のふぐ料理において食材・サービス・店舗空間にこだわり、当社独自の基準を厳守することにより高水準

の食の価値の提供に努めてまいりました。 

　当第２四半期連結会計期間においての当社の事業は、ふぐ料理の宅配事業においても平成20年12月に着手して実績を重

ねつつあります。また、当社子会社の有限会社新宿活魚を東京都新宿区より東京都江東区に移設し、物流の効率化を図って

おります。 

　一方、食材の調達環境としましては、高騰しておりました主要食材であります国産養殖ふぐの価格が例年並みに落ち着い

てきたために、調達コストが安定することとなりました。また、社内の情報システムの活用により、POSシステムの改善やア

ルバイトの勤務を効率的に管理することによって、ローコストオペレーションに努めてまいりました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は、12億32百万円、営業利益は2億79百万円となり、経常利益は2億81百万

円となり、四半期純利益につきましては1億42百万円を計上することとなりました。 

 

(２)キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期連結会計期間末に比

べ2億93百万円増加し、7億68百万円となりました。当第２四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれ

らの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  当第２四半期連結会計期間において営業活動により増加した資金は3億60百万円となりました。主な要因は、税金等調整

前四半期純利益2億78百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間において投資活動により支出した資金は12百万円となりました。主な要因は、定期預金預入に

よる支出5百万円、敷金払込による支出2百万円、長期前払費用の増加による支出4百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間において財務活動により支出した資金は54百万円となりました。主な要因は、長期借入金51百

万円の返済によるものであります。

 

(３)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(４)研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(１）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

  

(２）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、売却等の計画はありませ

ん。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000

計 200,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年５月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 83,900 83,900
東京証券取引所

（マザーズ）
（注）

計 83,900 83,900 － －

（注）１．完全議決権株式であり、権利内容になんら限定のない当社における標準となる株式であります。

　　　２．単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　　　　　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

　　　①平成17年10月3日臨時株主総会決議

 区分
 第２四半期連結会計期間末現在

（平成21年３月31日） 

 新株予約権の数（個）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　455　

（注１） 

 新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

 新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

 新株予約権の目的となる株式の数（株）
 2,275

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (注２）

 新株予約権の行使時の払込金額（円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,800 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注３） 

 新株予約権の行使期間
自　平成19年10月5日

 至　平成27年9月30日 

 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

 価格及び資本組入額（円） 

 発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,800 

 資本組入額                                    2,400

 新株予約権の行使の条件

①各新株予約権の一部行使は認められない。したがって権

利行使は１個またはその整数倍毎に権利行使するものと

する。

②新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」

という）は権利行使時において、当社もしくは当社の子会

社・関連会社の取締役及び監査役または従業員たる地位

にあることを要する。ただし、対象者である取締役または

監査役が任期満了により退任した場合及び対象者である

従業員が定年退職した場合にはこの限りではない。

③新株予約権の譲渡、質入その他処分は認めない。

④新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使で

きないものとする。

⑤その他の条件は、株主総会及び取締役会の決議に基づ

き、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割

当契約」の定めるところによる。 

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡は、取締役会の承認を必要とする。

 代用払込みに関する事項  －

 組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －
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　(注） １．平成17年10月3日の臨時株主総会特別決議に基づき、当社取締役１名及び当社従業員10名に対して465個の

　　　　　　新株予約権を付与しましたが、退職及び権利行使に伴い平成21年３月31日現在455個となっております。

　　　　２．新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という）以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、

　　　　　　株式数を次の算式により調整する。ただし、かかる調整の結果は当該時点で行使又は消却されていない新株

　　　　　　予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端株が生じた場合には、これを切り

　　　　　　捨てるものとする。

　　　　　　　調整後株式数＝調整前×分割・併合の比率

　　　　３．発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により

　　　　　　生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額  ×

 

 1

　  分割・併合の比率

　　　　　　また、当社が時価を下回る価額で新株発行（新株予約権の行使による新株を発行する場合を除く）を行う

　　　　　　場合には、次の算式により行使価額は調整され、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後

行使価額   

 

 

 ＝

 

 

調整前

行使価額 

 

 

×

 

既発行株式数
＋
新規株式

発行数 
 × １株当たりの払込金額 

 新株発行前の株価

 既発行株式＋新規株式数 

 

　　　　　　当社が他社と吸収合併または新設合併を行いもしくは株式交換を行い完全親会社となる場合、その他これら

　　　　　　の場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整

　　　　　　されるものとする。

　　　　４．当社は平成19年7月１日付で普通株式1株を5株に分割する株式分割を行っております。これにより「新株予

　　　　　　約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発

　　　　　　行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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 ②平成18年3月13日臨時株主総会決議

 区分
 第２四半期連結会計期間末現在

（平成21年３月31日） 

 新株予約権の数（個）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　261

（注１） 

 新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

 新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

 新株予約権の目的となる株式の数（株）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,305 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注２） 

 新株予約権の行使時の払込金額（円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注３）　　

 新株予約権の行使期間
自　平成20年4月1日

 至　平成28年3月11日 

 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

 価格及び資本組入額（円） 

 発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,000 

 資本組入額                                    3,000

 新株予約権の行使の条件

①各新株予約権の一部行使は認められない。したがって権

利行使は１個またはその整数倍毎に権利行使するものと

する。

②新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」

という）は権利行使時において、当社もしくは当社の子会

社・関連会社の取締役及び監査役または従業員たる地位

にあることを要する。ただし、対象者である取締役または

監査役が任期満了により退任した場合及び対象者である

従業員が定年退職した場合にはこの限りではない。

③新株予約権の譲渡、質入その他処分は認めない。

④新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使で

きないものとする。

⑤その他の条件は、株主総会及び取締役会の決議に基づ

き、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割

当契約」の定めるところによる。 

 新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡は、取締役会の承認を必要とする。

 代用払込みに関する事項  －

 組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －
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　　(注）１．平成18年3月13日の臨時株主総会特別決議に基づき、当社取締役１名及び当社従業員73名、375個の新株予約

　　　　　　権を付与しましたが、退職及び権利行使に伴い平成21年３月31日現在261個となっております。

　 　　 ２．新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という）以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、

　　 　　 　株式数を次の算式により調整する。ただし、かかる調整の結果は当該時点で行使又は消却されていない新株

　　　 　 　予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端株が生じた場合には、これを切り

　　　　 　 捨てるものとする。

　　　　　　　調整後株式数＝調整前×分割・併合の比率

　　　　３．発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により

　　　　 　生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

 

 1

    　分割・併合の比率

 

　　　　　　また、当社が時価を下回る価額で新株発行（新株予約権の行使による新株を発行する場合を除く）を行う

　　　　　　場合には、次の算式により行使価額は調整され、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後

行使価額   

 

 

 ＝

 

 

 調整前

行使価額 

 

 

×

 

既発行株式数
＋
新規株式

発行数 
 × １株当たりの払込金額 

 新株発行前の株価

 既発行株式＋新規株式数 

　　　 　  当社が他社と吸収合併または新設合併を行いもしくは株式交換を行い完全親会社となる場合、その他これら

　　　　   の場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整さ

           れるものとする。

　　　４．当社は平成19年7月１日付で普通株式1株を5株に分割する株式分割を行っております。これにより「新株予

　　　　  約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発

　　　　　行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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（３）【ライツプランの内容】

当該当事項はありません。

  

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

（株）

発行済株式総数残高

（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金増減額

（千円）

資本準備金残高

（千円）

平成21年１月１日～

平成21年３月31日

（注）

― 83,900 ― 465,755 ― 367,755

  

 

（５）【大株主の状況】

 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 坂本　大地  東京新宿区 66,500 79.26

 東京一番フーズ従業員持株会  東京都新宿区新宿５－６－１ 1,330 1.58

 平井　隆  東京都千代田区 1,000     1.19

 ㈱東京一番フーズ  東京都新宿区新宿５－６－１ 875   1.04

 関戸　節  千葉県柏市 550     0.65

 佐々木　誠  東京都品川区 495     0.58

 尾崎　一宇  兵庫県姫路市 414     0.49

 良川　忠必  東京都新宿区 400     0.47

 伊藤　昭  埼玉県北葛飾郡杉戸町 270     0.32

 坂本　洋平  東京都杉並区 225     0.26

計 － 72,059     85.88

　

EDINET提出書類

株式会社東京一番フーズ(E03485)

四半期報告書

12/25



（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　875 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　83,025 83,025 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 83,900 － －

総株主の議決権 － 83,025 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が２株含まれています。また、「議

決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれています。 

 

②【自己株式等】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年３月31日現在

所有者の氏名

又は名称

 所有者の住所 自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式数に対する所有株式数の割

合(%)

㈱東京一番

フーズ

東京都新宿区

新宿五丁目6番1号 875 － 875 1.04 

計 －
875 

－ 
875 1.04 

  

 

２【株価の推移】

　【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
10月

11月 12月
平成21年
１月

２月 ３月

最高（円） 20,00022,30021,00020,00020,10020,000

最低（円） 12,80018,40015,60017,39017,00017,000

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

 

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号但し書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期適用しております。 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 853,773 253,761

売掛金 63,303 40,113

原材料 13,222 23,776

その他 114,420 204,840

流動資産合計 1,044,721 522,491

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 540,561 620,000

その他（純額） 199,925 211,394

有形固定資産合計 ※
 740,486

※
 831,394

無形固定資産

ソフトウエア 3,083 4,065

無形固定資産合計 3,083 4,065

投資その他の資産

敷金及び保証金 397,300 396,673

その他 51,070 60,278

貸倒引当金 △1,127 △1,127

投資その他の資産合計 447,243 455,824

固定資産合計 1,190,812 1,291,285

資産合計 2,235,533 1,813,777

負債の部

流動負債

買掛金 71,983 77,366

1年内返済予定の長期借入金 142,312 207,962

1年内償還予定の社債 16,000 16,000

未払法人税等 242,118 6,874

賞与引当金 3,026 14,013

その他 156,026 158,463

流動負債合計 631,466 480,680

固定負債

社債 85,500 93,500

長期借入金 73,357 111,688

負ののれん 22,311 25,873

その他 11,401 14,516

固定負債合計 192,570 245,577

負債合計 824,036 726,258
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 465,755 465,590

資本剰余金 367,755 367,590

利益剰余金 608,326 279,318

自己株式 △30,339 △24,979

株主資本合計 1,411,497 1,087,519

純資産合計 1,411,497 1,087,519

負債純資産合計 2,235,533 1,813,777
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 ※
 2,700,936

売上原価 769,108

売上総利益 1,931,827

販売費及び一般管理費

給料及び手当 289,540

雑給 218,407

賞与引当金繰入額 3,026

広告宣伝費 23,586

販売促進費 12,045

減価償却費 79,176

不動産賃借料 255,811

その他 465,646

販売費及び一般管理費合計 1,347,240

営業利益 584,586

営業外収益

受取利息 237

負ののれん償却額 3,561

その他 4,866

営業外収益合計 8,665

営業外費用

支払利息 3,592

支払手数料 2,782

その他 769

営業外費用合計 7,144

経常利益 586,108

特別損失

固定資産除却損 2,214

減損損失 19,353

特別損失合計 21,568

税金等調整前四半期純利益 564,540

法人税、住民税及び事業税 235,532

法人税等合計 235,532

四半期純利益 329,007

EDINET提出書類

株式会社東京一番フーズ(E03485)

四半期報告書

17/25



【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 ※
 1,232,476

売上原価 317,452

売上総利益 915,024

販売費及び一般管理費

給料及び手当 142,553

雑給 99,418

賞与引当金繰入額 3,026

広告宣伝費 8,458

販売促進費 3,999

減価償却費 40,201

不動産賃借料 127,402

その他 210,471

販売費及び一般管理費合計 635,532

営業利益 279,491

営業外収益

受取利息 139

負ののれん償却額 1,780

その他 3,970

営業外収益合計 5,890

営業外費用

支払利息 1,587

支払手数料 2,571

その他 184

営業外費用合計 4,343

経常利益 281,037

特別損失

固定資産除却損 2,103

特別損失合計 2,103

税金等調整前四半期純利益 278,934

法人税、住民税及び事業税 136,348

法人税等合計 136,348

四半期純利益 142,585
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 564,540

減価償却費 79,176

減損損失 19,353

負ののれん償却額 △3,561

賞与引当金の増減額（△は減少） △10,986

受取利息及び受取配当金 △237

支払利息 3,592

固定資産除却損 2,214

売上債権の増減額（△は増加） △23,190

たな卸資産の増減額（△は増加） 10,553

仕入債務の増減額（△は減少） △5,383

その他 333

小計 636,405

利息及び配当金の受取額 237

利息の支払額 △3,493

法人税等の還付額 92,947

法人税等の支払額 △3,539

営業活動によるキャッシュ・フロー 722,558

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △8,130

定期預金の払戻による収入 15,030

有形固定資産の取得による支出 △1,945

貸付金の回収による収入 1,337

長期前払費用の取得による支出 △4,508

その他 △2,818

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,034

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △103,981

社債の償還による支出 △8,000

株式の発行による収入 330

自己株式の取得による支出 △5,360

財務活動によるキャッシュ・フロー △117,011

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 604,512

現金及び現金同等物の期首残高 164,317

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 768,829
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 当第２四半期連結累計期間

           （自　平成20年10月1日

　           至  平成21年３月31日)

会計処理基準に関する

事項の変更

たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更

　通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従来、主として総平均法による原価法によっ

ておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会

計基準第9号　平成18年7月5日）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）により算定しておりま

す。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

 

【簡便な会計処理】

 

 当第２四半期連結累計期間

　（自　平成20年10月1日

　（至　平成21年３月31日） 

 固定資産の減価償却費の算

定方法

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分し

て算定する方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

 当第２四半期連結会計期間末

（平成21年3月31日） 

 前連結会計期間末

（平成20年9月30日）

※有形固定資産の減価償却累計額 1,235,901千円 ※有形固定資産の減価償却累計額 1,118,579千円

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

 ※当グループの売上高（又は営業費用）は、通常の営業形態として、上半期（第１,第２四半期）におけるふぐ料理の需

要が大きいため、上半期の売上高（又は営業費用）と下半期の売上高（又は営業費用）との間に著しい相違があり、業績

に季節的変動があります。　　 

 

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

 ※当グループの売上高（又は営業費用）は、通常の営業形態として、上半期（第１,第２四半期）におけるふぐ料理の需

要が大きいため、上半期の売上高（又は営業費用）と下半期の売上高（又は営業費用）との間に著しい相違があり、業績

に季節的変動があります。　　 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在） 

現金及び預金 853,773 千円

預入期間3ヶ月を超える定期預金 △84,944 千円

現金及び現金同等物 768,829 千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　

平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　83,900株 

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　875株　

 

３．新株予約権等に関する事項

  該当事項はありません。　

 

４．配当に関する事項

 　該当事項はありません。

 

 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）及び第２四半期連結累計期間（自

　平成20年10月１日　至　平成21年３月31日）

　当連結グループは、直営店舗である「泳ぎとらふぐ料理専門店　とらふぐ亭」の運営を主たる業務とする単一

事業を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。

 

 

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）及び第２四半期連結累計期間（自

　平成20年10月１日　至　平成21年３月31日）  

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

 

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）及び第２四半期連結累計期間（自

　平成20年10月１日　至　平成21年３月31日） 　

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年９月30日）

１株当たり純資産額 17,000円87銭１株当たり純資産額 13,061円25銭

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 3,960円94銭

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
3,842円02銭

１株当たり四半期純利益金額 1,717円38銭

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
1,665円94銭

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 329,007 142,585

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 329,007 142,585

普通株式の期中平均株式数（株） 83,063 83,025

   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（千円） － －

（うち支払利息（税額相当額控除後）） － －

（うち事務手数料（税額相当額控除後）） － －

普通株式増加数（株） 2,571 2,564

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

 －  －

 

（重要な後発事象）

　　 　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月13日

株式会社東京一番フーズ

取締役会　御中

監査法人トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 笹井　和廣　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三澤　幸之助　　印

   

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東京一番

フーズの平成20年10月１日から平成21年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年１月１日から

平成21年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京一番フーズ及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書

　　提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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